
 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は配当の実施を株主に対する重要責務として認識し、業績に対応した配当を行うことを基本方針としておりま

す。一方、株主の中長期的な利益確保を図るうえで、財務体質のさらなる改善や将来の事業拡大のための内部留保の

充実も重要と考えておりますので、これらを総合的に勘案して株主総会に付議する株主配当案を決定しております。

平成２５年度を初年度とする中期経営計画においては、連結配当性向として連結当期純利益の３０％以上を目指し

ており、この方針に沿って当期につきましては１株当たり５円の期末配当を予定しております。

なお、次期につきましても１株当たり５円の期末配当を予定しており、今後も業績の向上に伴い着実な増配を目指

します。

 

(4）事業等のリスク

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項を下記のとおり記載いたします。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、

発生の回避・分散及び発生した場合の対応、リスクの移転、危機管理対策等に最大限努力する方針です。

下記事項には、将来に関するものが含まれますが、当該事項は当期末現在において判断したものであり、また、事

業等のリスクはこれらに限られるものではありません。
 

①原燃料の市況動向 

当社グループ化成品・樹脂事業における主要製品の主原料購入価格は、国際市況や原油・ナフサ価格の動向等に影

響され変動いたします。これら主原料購入価格の変動が、製品の需給状況等により、タイムリーに製品価格に転嫁さ

れない場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。また、当社グループはセメント

焼成用及び自家発電用として石炭を海外から購入していますが、石炭の調達価格が上昇に転じた場合、当社グループ

の業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。
 

②化成品・樹脂事業の収益 

化成品・樹脂事業の収益は、主要製品の主な市場である日本、アジア、欧州における需要動向、需給環境に大きく

依存いたします。このため、これら地域において、経済の変調等により需要が大幅に減少する場合、また、他社の生

産能力増強や他地域からの製品流入などによる供給増等により需給環境が悪化し、製品市況の低迷やスプレッド（製

品と原料の値差）の大幅な縮小等が生じる場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があ

ります。
 
③機能性材料事業の収益 

機能性材料事業は、情報技術やデジタル家電関連分野を主な市場とし、主として、世代交代の早い製品向けに材料

を供給しています。このため、顧客の要求に合致した材料をタイムリーに開発することが必要となりますが、開発の

遅延等により、これに応ずることができない場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があり

ます。また、情報技術関連製品特有の激しい需要変動の減少局面が現実化する場合、当社グループの業績及び財務状

況に悪影響を与える可能性があります。
 

④医薬品原体・中間体事業の収益 

医薬品原体・中間体事業は、原体や中間体を製薬会社から受託し製造する受託事業と自社単独または製薬会社との

共同により新規医薬品の研究開発を行う創薬事業を内容としています。

受託事業については、研究開発支出は限定的ではありますが、規格を満たす一定規模の製造設備設置等の先行的支

出が必要となります。受託対象となる医薬品が新薬である場合、製薬会社が製造承認を当局から得るためには長期間

を要し上市できない場合もあることや、受託済みであっても副作用等により承認が取り消されたり本格的上市が遅延

することもあり得ます。また、受託生産中の当該原体・中間体から生産される医薬品が競合激化、特許期限切れに伴

う後発品の上市等により販売不振に陥る可能性があります。

創薬事業については、自社単独研究と製薬会社との共同研究の２種に大別されます。最終的な事業形態として、何

れのタイプの研究においても、ライセンスアウトを基軸とした戦略を採ることにより、臨床試験の膨大な出費や成功

率の問題に関するリスクを軽減しているものの、ライセンスアウトまでに研究開発費用が必要であるため、研究や事

業化の成否に係るリスクが存在します。また、製薬会社の新薬開発と同様、当局の承認後であっても承認取消や上市

遅延の可能性があります。

受託事業・創薬事業に係るこのようなリスクが顕在化する場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与え

る可能性があります。
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⑤セメントの国内需要 

建設資材事業の主要製品であるセメントの国内需要は、当面の間、震災復興等の需要増があるものの、公共投資が

今後抑制され、加えて企業の海外進出が加速していくと需要の減少となります。これによりセメント販売量が減少す

ると収益の下押し要因となります。このため、当社グループでは輸出による操業度維持、セメント製造工程での廃棄

物（有償での受入）処理拡大、諸費用削減等の対応策を実施していますが、一定期間需要が減少を続けた場合、当社

グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。
 

⑥機械事業の収益

機械・金属成形事業では、製品とサービスの連携強化・拡充により、成長の続く新興国を中心としたグローバル市

場での収益拡大に取組んでおります。しかしながら、競争激化による販売価格の低下、原材料・工事価格の高騰等の

リスクが顕在化する場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。
 
⑦外国為替の変動 

当社グループは、外貨建の輸出入等に係る通貨変動に対するリスクを、債権・債務の均衡化、為替予約等のヘッジ

取引により一定限度まで低減していますが、短期及び中長期の予測を超えた為替変動が当社グループの業績及び財務

状況に悪影響を与える可能性があります。

当社グループ海外会社は現地通貨で財務諸表を作成しているため、換算時の為替レートにより円換算額が影響を受

けます。また、当社グループのタイ国の事業会社はＵＳドル建有利子負債を保有していますが、同負債に係る返済、

利払い、決算時の現地通貨への換算時に、為替レートにより差損益が発生する可能性があります。
 

⑧金融市場の動向 

当社グループは、資金調達時の金融市場の動向により当社グループの業績及び財務状況に影響を受けます。金利変

動に対するリスクは金利スワップ等のヘッジ取引により一定限度まで低減していますが、短期及び中長期の予測を超

えた金利変動が、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。

 

⑨海外での事業活動 

当社グループはアジア、北米・南米、欧州等にて生産及び販売活動を行っていますが、海外での事業活動には、通

常、予期しない法律や規制の変更、産業基盤の脆弱性、人材の確保・技術の習熟、労働組合等の経済的なリスク、テ

ロ・戦争・その他の要因による社会的又は政治的混乱等のリスクが内在します。こうしたリスクが顕在化することに

よって、海外での事業活動に支障が生じ、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。
 

⑩知的財産・製造物責任（ＰＬ） 

当社グループでは知的財産の重要性を認識し、その保護・活用に努めていますが、適切に保護・活用できず、違法

に侵害された場合、あるいは、第三者の知的財産権を侵害したとして係争が生じた場合、また、当社グループの製品

の欠陥に起因して製品回収や損害賠償につながるリスクが現実化し、これを保険により補填できない事態が生じた場

合には、事業活動に支障が生じ、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。
 

⑪産業事故および災害等 

当社グループの危険物や高圧ガスを取扱う工場において、万一大きな産業事故あるいは地震・風水害等の災害によ

る生産設備の大きな損壊等が発生した場合には、補償等を含む産業事故災害への対策費用、生産活動の停止による機

会損失及び顧客に対する補償、更に社会的信用の失墜等によって、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与え

る可能性があります。

また、当社グループが供給を受けている主要な原材料等のサプライヤーにおける事故・災害等により、当社グルー

プの事業活動に支障が生じ、業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。
 

⑫公的規制 

当社グループは、事業展開する各国、地域の法令・規則等の各種規制に従って事業を行っていますが、これらの環

境規制を含む様々な規制についての変更、強化や新たな規制の適用が生じた場合には、当社グループの業務活動の制

限、規則遵守のためのコスト増大、規制に従う会計・税務上の対応などにより当社グループの業績及び財務状況に悪

影響を与える可能性があります。
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⑬石綿 

当社グループでは、過去に石綿含有製品の製造・販売を行っており、また工場施設に石綿含有建材等を使用してい

ます。工場施設の石綿を除去するために全面的又は部分的交換に順次着手しており、交換が完了するまでの期間に亘

って一定額の支出が予想されます。また、従業員（退職者を含む）や工場周辺住民の健康被害に関連して、労災認定

者の大幅な増加、訴の提起、法規制の更なる強化等がある場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与

える可能性があります。
 

⑭訴訟 

当社グループでは法令遵守に努めていますが、広範な事業活動のなかで訴を提起される可能性もあります。なお、

現在係争中の主な訴訟事件は次のとおりです。これらの訴訟の最終的な結果やその時期については、現時点で予測す

ることができません。
 

   平成２０年５月以降、建設作業等従事者及びその遺族らが国及びウベボード㈱（当社連結子会社）を含む建材

メーカー４０社余に対して、建設現場で使用されていた石綿含有建材の石綿粉じんを吸引して石綿関連疾患に罹

患したとして、連帯して損害を賠償するように求めて訴えを提起しております。建材メーカーに対する請求棄却

後控訴して東京高等裁判所及び福岡高等裁判所に係属中の３件のほか、札幌、東京、横浜、京都及び大阪の各地

方裁判所に訴えが提起されており、現在２０件が係属中で、請求額は最大で合計２４７億円です。
 
⑮たな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ 

平成２０年４月１日以後開始する事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用され、通常の販売目的

で保有するたな卸資産は取得原価をもって貸借対照表価額とするが、期末において正味売却価額が取得原価より下落

している場合には、収益性が低下していると判断し、当該正味売却価額まで貸借対照表価額を切下げ、取得原価と当

該正味売却価額の差額は当期の費用として処理することとなりました。このため、当社グループにおいて、原燃料購

入価格の上昇、製造固定費の増加、生産量の減少、製品販売価格の下落などが生じる結果、簿価切下げの単位となっ

ている製品等のたな卸資産について、正味売却価額が取得原価を下回る場合には、当社グループの業績及び財務状況

に悪影響を与える可能性があります。
 

⑯固定資産の減損 

当社グループは平成１５年度から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用していますが、今後、遊休土地の時価

が更に低下したり事業環境が大幅に悪化するなどの場合には、減損損失が発生し、当社グループの業績及び財務状況

に悪影響を与える可能性があります。
 

⑰有価証券 

当社グループは時価のある有価証券を保有し、そのほとんどが上場株式であるため、株式相場の下落により、当社

グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。
 

⑱退職給付債務 

当社グループの退職給付債務及び退職給付費用は、年金数理計算上使用される割引率や退職率、昇給率等の前提条

件と年金資産の期待運用収益率等に基づき計算されており、年金資産の運用利回り悪化、割引率の低下等が、当社グ

ループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。
 

⑲繰延税金資産 

当社グループは将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対し、繰延税金資産を計上しています。繰延税金資産

は、将来の課税所得に関する予測に基づき回収可能性を検討し計上していますが、実際の課税所得が予測と異なり、

繰延税金資産の取崩が必要となる場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。
 
⑳中期経営計画

当社グループは、平成２５年度を初年度とする三カ年の中期経営計画「Change & Challenge - 更なる成長に向け

て - 」をスタートしました。本計画では、持続的成長を可能とする収益基盤の強化、グローバルでのグループ力の

最大化、資源・エネルギー・地球環境問題への対応と貢献を基本方針とし、最終年度である平成２７年度における目

標経営指標を売上高営業利益率・総資産事業利益率、各７％以上、自己資本当期純利益率１２％以上と設定していま

す。 

当社グループは、上記基本方針並びに目標経営指標の達成に向け努力していますが、想定外の事業環境変化や上記

①から⑲の記載事項を含めた様々なリスクが顕在化した場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与え

る可能性があり、その結果、中期経営計画が計画どおりに実行できない可能性や目標経営指標が未達になる可能性が

あります。 
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

１株当たり純資産額     228円51銭     248円89銭

１株当たり当期純利益金額     12円16銭     13円85銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     12円14銭     13円81銭

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

す。

 

 
前連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 
   至  平成26年３月31日)

当連結会計年度 
（自 平成26年４月１日 

   至  平成27年３月31日)

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（百万円） 12,623 14,649

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 12,623 14,649

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,037,668 1,057,859

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 2,374 2,751

（うち新株予約権）     (2,374)     (2,751)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

―――――

 

 

（重要な後発事象）

   該当事項はありません。

 

（開示の省略）

   リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、税効果会計、企業

  結合等、資産除去債務、関連当事者情報に関する注記事項については、決算短信における開示の重要性が大きくな

  いと考えられるため開示を省略いたします。
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